「富士市立中央病院診療費等未収金回収業務」仕様書
１　業務の目的
富士市立中央病院事業管理者（以下「甲」という。）が診療費等未収債権（以下「未収債権」という。）について回収業務を弁護士事務所等（以下「乙」という。）に委託することにより、病院の有する未収債権の回収強化を図り、患者負担の公平性を確保し、病院の経営安定化を図ることを目的とする。
２　委託する債権の対象範囲

原則、発生後概ね６か月以上経過した診療費の患者負担部分に係る未収金とする。ただし、以下の債権を除くものとする。
(1)分割納入中その他の理由により、回収が見込まれる債権
(2)破産･免責となった未払者（破産手続き中であることが判明している者を含む。）の債権
(3)診療内容等についての紛争により債務者（患者）等が支払を拒んでいる債権
(4)甲が直接回収にあたることが適当と判断した債権又は甲が委託しないと判断した債権
３　業務の内容
(1)通知状の作成及び送付
未収債権データを受託フォーム等にて、甲から受理し、債務者（患者）等に「通知状」を送付する。また、所在不明者及び患者本人が死亡している場合は債権金額を考慮し、それぞれ所在調査、相続人調査を事前に実施し、送付先や債務者（患者）等を確認の上、同様に送付する。
(2)催告
(1)にて債務者（患者）等から通知状記載期日までに何ら連絡がなく、且つ入金もない場合は電話又は文書等による催告を行う。
(3)支払方法の交渉、診療費支払誓約書締結の勧告

(1)及び(2)に対して、債務者（患者）等から一部入金、連絡又は報告書が提出された場合は、支払金額や期間等について交渉し、必要に応じて「診療費支払誓約書」を甲に代わって作成、締結し、以後の支払いについて効率的に履行されるように対処する。

(4)債権回収方法の検討、実施
(1)及び(2)に対して何ら連絡がなく、且つ入金もない場合は、債務者（患者）ごとに回収方法を検討の上、回収計画を策定する。なお、回収計画については、最も費用対効果が見込めると乙が判断した方法により実施する。
(5)法的措置の実施

甲からの要請により法的措置の適応となった債務者（患者）に対して、乙の任意の時期に実施する。
(6)各種報告業務の実施
① 報告内容及び方法

(1)～(5)の業務の履行を通じて得た 次の情報について月単位で取りまとめ、協議して定める様式を用いて甲と協議して定める報告期限までに、書面により報告するものとする。

ア 債権回収による入金の状況

イ 債務者等との対応経過等の状況

ウ 各種調査結果
エ 債務者等に係る情報
オ ア～エのほか甲乙協議して定める内容のほか
(7)入金管理
乙は債務者（患者）等からの預かり金口座を設け、入金管理を行うものとする。回収金は、毎月末日時点で締め、翌月１５日までに当院の指定する口座に送金すること。また、諸事情により債務者等から直接回収金を預かった場合も当院の指定する口座に納付すること。甲に直接入金があった場合は乙にその都度、報告するものとする。
(8)医業未収金の発生防止及び回収に関する病院担当者へのアドバイス
受託者は、発注者からの医業未収金に関する相談等に対し、アドバイス等の協力を行う。
（9）前項に定めのない業務又は業務内容に疑義が生じた場合は、甲乙協議して定める。
４　契約期間
本契約開始日から令和９年３月３１日までとする。ただし、契約満了日の２か月前に双方から解約の申出がない場合は、契約を更新する。
５　業務報酬等
(1)手数料の計算
本業務により乙宛てに入金された額に成功報酬率を乗じた額のみとする。（算出の結果、１円未満の端数が生じた場合は切り捨てるものとする。）なお、債務者（患者）の保険適用の有無に関わらず、受託債権金額に対する回収額につき成功報酬が発生するものとする。
(2)その他費用
所在調査等に要する費用（住民票、戸籍附票、郵送代等）及び相続人調査等に要する費用は乙負担とする。また、成功報酬の割合（手数料率）には、業務に必要な設備、人材、機材等を準備するための費用及び付随する事務費その他一切の諸経費を含むものとする。ただし、裁判等に要する費用（郵便、登記証明発行手数料、印紙、予納郵券、各種調査費、交通費、強制執行時関連費用代等）に限り、別途甲が支払うものとする。

６　乙に提供する情報等
(1)乙に対して提供する未収債権に関する情報は、以下のとおりとする。
① 債務者（患者）等の基本情報（氏名（未成年の場合親権者）、生年月日、住所、電話番号、未収債権金額、発生日、通院状況など）
② 緊急連絡先等の基本情報（氏名、住所、電話番号、未払者との関係など）
(2)乙が通知状を送付した結果、債務者（患者）等から甲に直接連絡等が入った場合は、速やかに乙に情報提供を行うこととし、乙においては、情報提供があった場合には、当該債務者（患者）等に対し適切な対応を行うものとする。
７　留意事項

(1)法令の遵守
① 乙は、甲の代理人として良識のある行動と善良なる態度で業務を実施するものとし、債務者（患者）及び利害関係人その他から、苦情等が出されないよう注意を払うこと。
② 受託業務の実施にあたっては、この仕様書に定める他、弁護士法を遵守すること。

(2)個人情報の保護

① 乙は、個人情報の取扱いを円滑に推進するために、個人情報保護担当者を定め、責任者等の管理体制、個人情報の管理状況についての検査に関する事項等、必要な事項について甲に報告しなくてはならない。
② 甲は、乙が実施する安全管理措置について、乙の報告を求めることができるものとする。また、乙の個人情報取扱いに疑義が生じた場合は、乙に説明を求め、必要に応じて改善を求めることができる。
③ 乙は、甲の承認なく個人情報が記録された資料等を複写、又は複製できない。
④ 乙は、個人情報の盗難、紛失、漏洩等の事故が生じ、又は生じるおそれがある時は速やかに甲へ通知し、その解決への対応を早急に行わなければならない。
(3)再委託の禁止
① 業務の実施にあたり、原則として再委託は認めない。
② やむを得ず再委託する場合には、事前に書面により甲の承認を得ること。
(4)守秘義務

乙及び回収の担当者は業務の履行により知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。
また、契約解除後及び契約期間満了後も同様とする。

(5)苦情処理

① 債務者（患者）及び第三者からの苦情については、乙において対応すること。

② 苦情の内容及びその対応については記録しておき、甲に速やかに報告すること。

(6)安全確保及び損害賠償

① 業務の実施にあたり、乙及び回収担当者は安全（傷害、盗難等）の確保に万全の注意を払うこと。また、乙及び回収担当者が損害を受けたときは、甲に責任がある場合を除いて補償しない。

② 業務の実施にあたり、乙及び回収担当者は甲、債務者（患者）及び第三者に損害を与えないように注意すること。
また、乙及び回収担当者の故意又は過失により甲、債務者（患者）、第三者に損害を与えた場合には、直ちに甲に報告すると共に、乙がその損害を賠償すること。

(7)書類保管
① 法令に基づき、関係書類の整理に努め、適切に保管すること。
② 契約期間が終了した場合には、甲から貸与した書類等を返還すること。
